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社会環境の変化
▌労働人口の減少で、働き方改革と生産性向上は社会的な要請
▌多様な働き手の参画で加速する人材の流動化．異動に伴う行政手続き事務負荷の増大

１年未満

２～３年
4～5年

５～9年

①労働人口の減少 ②人材流動化の加速

異動に伴う申請手続きが
都度発生する

社会保険等、重複した
申請手続きの負荷が増大

課題Ⅱ

行政バックヤード
連携

１年未満

２～３年
4～5年

５～9年

10年以上

企業・行政双方で事務
工数削減の必要性

紙ベースの行政手続きが
効率化のボトルネック

課題Ⅰ

行政手続きの
デジタル化

出典：厚生労働省 労働経済の基礎的資料「労働力人口の推移」 ／ 総務省「平成２６年地方公共団体定員管理調査結果の概要」
厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（平成28年11月４日）
平成27年厚生労働省政策情報「非正規雇用の現状と課題」
厚生労働省職業安定局 「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会配布資料」 1無断転載・複製を禁ず



▌毎年５月に全自治体から、企業宛に全従業員分の住民税決定通知が郵送で一斉に送付
▌紙の決定通知書 開封確認⇒システムへの手入力⇒保管等が間接コストとして発生
▌送付中の事故等、書類紛失リスクへの懸念

各市区町村にて住民の収入
を合算し、
課税所得金額に対する住
民税徴収税額を決定・通知

・企業（徴収義務者）通知
・個人（納税義務者用）通知

【課題1】 地方税の電子申告に対する行政の返信が紙書類

従業員 事業者
（給与等支払者）

給与支払報告データ
（源泉徴収票・総括表）

特別徴収税額通知データ

eLTAX
（地方税ポータルシステム）

紙媒体の
やりとり

住民税決定通知書 ①②
（特別徴収税額通知）

市区町村

1741市区町村

★全市区町村から郵送紙通知

紙通知

① 従業員配布用

②企業向け一覧表（※）
※給与所得等に係る
特別徴収税額
決定・変更通知書
（②はマイナンバー記載）

企業は、全国の市区町村
からバラバラに届く交付
書類の開封・仕訳・読み
合わせ確認作業が発生

地方税の納付

自治体数×企業数
毎年５月に一斉に
交付書類を送付

1000件以上報告は
電子的提供義務
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【提案1】 行政－企業間手続きの電子提供の義務化

※電子データ提供の
義務化

従業員 企業
（電子受信希望時）

給与支払報告書
（1000件以上）

給与システム

市区町村

特別徴収税額通知

B市役所

D町役場

A区役所

C区役所

電
子
提
供

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ

（※）住民税決定通知書（従業員配布用）Ｐ2の①参照

人件費 保管費 郵送費

電子的に通知（※） システム登録
（更新容易）

【提案１】

l 全市町村からの電子交付により企業側の正確で迅速な事務作業を実現
l 安全管理措置コスト（人件費＋保管費）＋関連経費を削減
l 市区町村の人件費+帳票印刷費＋郵送費も削減

期待効果

【課題１】 地方税の電子申告に対する行政の返信が紙書類

３無断転載・複製を禁ず

eLTAX（エルタックス：地方税ポータルシステム）

「地方税法施行規則」改正で自治体から企業への電子送付を義務化する



【課題２】 重複する社会保険の手続事務

従業員 事業者

マイナンバー
＋
被扶養者の
所得証明書

・厳格な本人確認
・マイナンバー収集
・年金手帳の確認
・雇用保険の
被保険者証確認

ケース：従業員の採用時

資
格
取
得
届

厚生年金
（日本年金機構）

厚生年金保険被保険者資格取得届

国民年金第3号被保険者資格取得
・種別変更・種別確認届

年金事務所Ａ

年金事務所Ｂ

年金事務所Ｃ事業所管轄の事務所

：

健康保険
（企業加入先）

雇用保険
（ハローワーク）

ﾊﾛｰﾜｰｸＡ雇用保険被保険者資格取得届

個人番号登録・変更届出書
ﾊﾛｰﾜｰｸＢ

ﾊﾛｰﾜｰｸＣ事業所管轄の事務所

：

３か所に手続が必要申請書類／電子ファイル

健康保険被保険者資格取得届

健康保険被扶養者（異動）届

いずれも変更の事実が確認できる書類を添付

入
社

▌複数個所への本人および扶養家族の氏名・性別・生年月日・住所等の記載の重複
▌記入漏れ/記入ミスに伴う差し戻しや、書類添付の業務負荷

4無断転載・複製を禁ず
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情報提供
ネットワーク
システム

住基ネット

【提案２】 行政事務バックヤード連携で重複申請を排除

本人確認情報
（住基４情報）

従業員

自己情報の届出

入社/退社

自己情報の提供 雇用保険
（ハローワーク）

厚生年金保険
（日本年金機構）

健康保険
（医療保険者）

住民異動を
トリガーに
行政機関の
バックヤード
連携実現

中間サーバ

各種
副本データ

情報更新

届出

住民票の写し

戸籍証明書

転出入・転居
・結婚・出生・
離婚・死亡

住民票情報 戸籍情報

l 住民基本台帳との連携で正確・迅速・効率的な事務処理
l 行政機関ごとに異なる手続の標準化契機
l 団体保険契約等、手続き時の本人確認簡素化

期待効果

【提案２】
重複する社会保険の手続事務【課題２】

行政手続のバックヤード連携及び社会保険ワンストップサービスを
実現し、重複手続きを排除する

事業者

市区町村
（窓口）

5無断転載・複製を禁ず

通知

社
会
保
険
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ



参考資料

6



【ご参考】 紙による住民税決定通知受領コスト（本提言の企業総務部門）

項目 業務内容／費目 現状工数 電子化後
①作業費用
（人件費）

【事前準備】（作業計画・環境整備）
【臨時採用者面談＋ｾｷｭﾘﾃｨ等教育】
【従業員配付用通知】
・会社別／市区町村別内容確認と
通知書の切り離し（※１）
・従業員交付（封入/郵送）
【給与システムへの更新】
・電子データと読合せ
・データて入力
・給与支払い報告書の
台帳との確認

②経費 作業場所の賃料、什器・備品・文房具購入
郵送（書留郵送費）税理士委託費他 3,600万円 不要

①＋②合計 上記（人件費＋経費）合計 19人月＋
3,600万円

0.5人月
（経費0円）

n 全国の市区町村から送付される住民税決定通知の５月の受領事務実績と電子化効果を試算
n グループ企業45社・7万人の従業員規模の総務部門の実績

（※１）グループ会社（7万人分）の市区町村からの受領数（封筒＋箱）は５月だけで５,４００通
（※２）従業員への住民税決定通知を、源泉徴収票と同様の方式で電子交付する場合の工数

560Ｈ

250Ｈ
80Ｈ

50Ｈ

1,080Ｈ

950Ｈ

10Ｈ
不要

20Ｈ（※２）

（計：2,920Ｈ）

不要
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19人月

（計：80Ｈ）

0.5人月



健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

年間数手続き数
（人数×帳票数)
※ｸﾞﾙｰﾌﾟ45社
※従業員7万人

本提案の
異動届
工数/経費
②③④

総手続工数
＆経費
（年間）

全国数
（※２）
（H26年度）

①会社設立 〇 〇 〇 〇 （年度による）

のべ工数
5０人月

事務費
0.2億円

のべ工数
１５0人月

事務費
0.4億円

692万件／年
②採用／退職 〇 〇 〇 4,000件/年 1,608万件／年
③住所氏名変
更（転勤等） 〇 〇 〇 １万件/年 1,000万人／年

④家族異動 〇 〇 ２.5万件/年 369万件／年

⑤賞与額届出 〇 〇 14万件 5,700万件／年

⑥給与額届出 〇 〇 20万件 3,400万件／年
⑦高齢労働者 〇 〇 〇 300件 21万件／年

⑧出産・育児
〇 〇 〇

105,500件
雇用/健保/厚年全手続き

306万件／年
（※３雇用保険）

⑨従業員の
介護休業

〇 70件 9,600件/年
（※4）

+

【ご参考】 社会保険の届出イベントと提出先および発生数/工数
n 社員のイベント発生ごとの各保険制度指定による届出先、年間手続数（実績）

届出先

イベント

※２ 出典：厚生労働省 平成２５年社会保険手続き電子化状況調査（平成26年報告）／※３平成27年度雇用保険統計および職業安定局への確認
※４ 出典：厚生労働省職業安定分科会雇用保険部会 育児休業給付・介護休業給付について（平成27年11月25日）
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+

【現状】

【電子化後】
６人月
+
事務費
50万円

【現状】

n グループ企業45社・7万人の従業員規模の現状事務工数実績と本提言による電子化効果を試算



【ご参考】 官民データ活用推進基本法の制度趣旨

「行政手続きに係るオンライン利用の原則化」

官民データ活用推進基本法からの抜粋 （平成二十八年十二月十四日法律第百三号）

（第三章 基本的施策）
第十条
国は、行政機関等（行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成
十四年法律第百五十一号）第二条第二号の行政機関等をいう。以下この項において
同じ。）に係る申請、届出、処分の通知その他の手続に関し、電子情報処理組織（行政
機関等の使用に係る電子計算機と当該行政機関等の手続の相手方の使用に係る電
子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法そ
の他の情報通信の技術を利用する方法により行うことを原則とするよう、必要な措置を講
ずるものとする。

9無断転載・複製を禁ず



【ご参考】 マイナンバー法の制度趣旨

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（マイナンバー法）からの抜粋 （平成二十五年五月三十一日法律第二十七号）

（基本理念）
第三条
個人番号及び法人番号の利用は、この法律の定めるところにより、次に掲げる事項を旨と
して、行われなければならない。

三 個人又は法人その他の団体から提出された情報については、これと同一の内容の
情報の提出を求めることを避け、国民の負担の軽減を図ること。

第十三条
個人番号利用事務実施者は、本人又はその代理人及び個人番号関係事務実施者の
負担の軽減並びに行政運営の効率化を図るため、同一の内容の情報が記載された
書面の提出を複数の個人番号関係事務において重ねて求めることのないよう、相互に
連携して情報の共有及びその適切な活用を図るように努めなければならない。

10無断転載・複製を禁ず



【ご参考】 オーストリアの電子政府 ポータルサイト

（雇用と年金） （健康と緊急事態）

（建築、住居と環境） （若者：職業、緊急、レク）

（教育とニューメディア） （滞在者、移民へのサービス）

（戸籍、免許証等届出、司法 ） （障害者へのサービス）

（家族、結婚） （シニア向けサービス）

（女性：子育て、平等） （社会保障、助け合い）

（観光、レジャー、交通） （税と金融）

n オーストリアでは、連邦政府の国民ポータルサイトで、行政手続き、行政サービス機能を網羅的に提供
n 国民IDカードに加え、携帯機器での公的な個人認証が可能

11無断転載・複製を禁ず



【ご参考】 ベルギーの電子政府 ポータルサイト
n ベルギーでは、政府の国民ポータルサイトで、行政手続き、行政サービス機能を網羅的に提供
n 官民連携した社会保障基盤と連結しており、充実したヘルスケアサービスを低コストで実現

12無断転載・複製を禁ず



関係法令 届出書

雇用保険
（平成28年１月̃

・雇用保険被保険者資格取得届
・雇用保険被保険者資格喪失届
・高年齢雇用継続給付受給資格確認票・（初回）高年齢雇用継続給付支給申請書
・育児休業給付受給資格確認票 ・（初回）育児休業給付金支給申請書
・介護休業給付金支給申請書
・個人番号登録・変更届出書

労災保険
（平成28年１月̃

・障害補償給付支給請求書 障害特別支給金 障害特別年金 障害特別一時金支給申請書 業
務災害用
・遺族補償年金支給請求書 遺族特別支給金 遺族特別年金 支給申請書 業務災害用
・遺族補償年金 遺族年金転給等請求書 遺族特別年金転給等申請書
・傷病の状態等に関する届
・遺族年金支給請求書 遺族特別支給金 遺族特別年金 支給申請書通勤災害用
・年金たる保険給付の受給権者の住所・氏名 年金の払渡金融機関等変更届

健康保険/
厚生年金保険
（平成29年１月以降
予定)
※現時点未定

・健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届
・厚生年金保険70歳以上被用者該当届
・健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届
・厚生年金保険70歳以上被用者不該当届
・厚生年金保険被保険者資格喪失届・
・70歳以上被用者該当届
・健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂正）届

★次ページに続く

【ご参考】 マイナンバー記載義務の社会保険届出書①（事業者提出分）
企業は下記の通り、数多くの書類にマイナンバーを付加した届出書を提出
特定個人情報であるマイナンバーの取り扱いの対策のため、企業負荷が発生
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関係法令 届出書

健康保険・厚生年金保険
★前ページの続き

・健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届
・厚生年金保険70歳以上被用者算定基礎届
・健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更届・
・厚生年金保険70歳以上被用者月額変更届
・厚生年金保険70歳以上被用者賞与支払届
・健康保険被扶養者（異動）届
・国民年金第３号被保険者関係届
・健康保険・厚生年金保険育児休業等取得者申出書（新規・延長）／終了届
・健康保険・厚生年金保険育児休業等終了時報酬月額変更届
・厚生年金保険70歳以上被用者育児休業等終了時報酬月額相当額変更届
・健康保険・厚生年金保険産前産後休業取得者申出書／変更（終了）届
・健康保険・厚生年金保険産前産後休業終了時報酬月額変更届
・厚生年金保険70歳以上被用者産前産後休業終了時報酬月額相当額変更届
・健康保険・厚生年金保険産前産後休業終了時報酬月額変更届
・厚生年金保険70歳以上被用者産前産後休業終了時報酬月額相当額変更届
・厚生年金保険被保険者種別変更届
・厚生年金保険特例加入被保険者資格取得申出書
・厚生年金保険特例加入被保険者資格喪失申出書
・厚生年金保険適用証明期間継続・延長申請書
・厚生年金保険適用証明書交付申請書
・年金手帳再交付申請書障害給付支給請求書 障害特別支給金 障害特別年金
障害特別一時金 給申請書 通勤災害用

【ご参考】マイナンバー記載義務の社会保険届出書②（事業者提出分）
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